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本日の内容

1

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

BIM/CIMによるこれまでの取組と今後の方向性

2

BIM/CIM

施工

地元説明／関係者協議

積算

維持管理

監督・検査

調査・測量・設計

・BIM/CIMにより各段階間でのデータの連携・活用を図ることにより、各種作業の自動化、効率化を目指す

これまで

形状の可視化、重ね合わせ
による精度向上

目指す方向性

設計中の意思疎通の効率化
設計、照査の効率化

これまで

合意形成の円滑化

目指す方向性

合意形成の円滑化

目指す方向性

積算作業の自動化、
簡素化

これまで

ICT建機でのデータ活用
工場製作でのデータ活用

目指す方向性

自動化・自律化施工
でのデータ活用

これまで

ヒートマップによる
出来形確認

目指す方向性

ペーパーレス

目指す方向性

設計・施工データを
活用した効率的な
維持管理

関係者間で情報を共有
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BIM/CIMに関する課題等について（アンケート調査概要）

・BIM/CIMに関する課題等について、直轄工事・業務の受注者及び発注者を対象にアンケートを実施

【発注者アンケート】
１） アンケート実施対象者

・各地方整備局の河川・道路・混合事務所における課長、出張所長以下の職員のうち、BIM/CIMを活用し
たことのある職員

・調査計画、工事、管理、防災の担当課を想定

２) 調査期間
・R6.11.25～R6.12.20

【受注者（工事受注者・業務受注者）アンケート】
１） アンケート実施対象者

・R6.10.31現在履行中の直轄工事・業務の受注者

２) 調査期間
・R6.11.25～R6.12.20

【３次元設計・BIM/CIM積算アンケート】
１）アンケート実施対象者

R6.4.1以降に契約を締結し、R6.10.31現在履行中の土木設計業務（港湾・空港関係を除く）のうち、BIM/CIM
適用業務に該当する業務を実施している建設コンサルタント会社

２）調査期間
・R6.11.25～R7.1.31 3
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発注者が考える自身のBIM/CIMのスキル（発注者アンケート）

4

・発注者（事務所に所属する職員）のBIM/CIMのスキルについて調査
・R5年度と比較して、BIM/CIMを活用したことがある職員が増加

4

3

19

16

220

98

317

158

53

36

0 100 200 300 400 500 600 700

R6年度

R5年度

自身のBIM/CIMのスキルについて教えてください

自ら現在のCADと同じくらいの頻度で修正や簡単なモデルの作成までできる。

自らBIM/CIMモデルの内容（モデルの妥当性：気になる箇所の座標等）を確認できる。

自らBIM/CIMモデルを閲覧できる。

自ら操作することはできないが、受注者に指示はできる。

その他

（人）

計 311人

計 613人
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99

89

74

61

11

11

232

191

189

191

60

38

0 200 400

受発注者間での合意形成

関係機関協議先での合意形成

発注者所内説明での合意形成

３次元モデルによる

気になる箇所の作成

4D・5Dでの事業監理

データ検索

BIM/CIMにより効率的になったもの、従来と比較し

てどの程度効率化につながったか（複数回答可）

とても効率的になった やや効率的になった

発注者におけるBIM/CIMの活用状況・効果（発注者アンケート）

5

・発注者が事業のどの段階にBIM/CIMを実施してどの程度効果が出たか、BIM/CIMにより仕事の効率化がどの
程度なされたかを調査

・活用段階の別では、説明や協議での活用において、作業量の減少や品質の向上といった効果が大きい
・発注者の仕事の別では、関係者との合意形成において、効率化の度合いが大きい

24

32

121

118

82

20

31

65

107

191

206

140

69

99

51

66

17

31

37

54

55

10

13

8

6

5

11

12

0 200 400

予算要求での活用

業務・工事の発注時での活用

地元説明での活用

関係機関協議での活用

広報での活用

維持管理での活用

事業監理での活用

３次元モデルをどのように活用し、活用した効果※

がどの程度あったか（複数回答可）

効果をとても感じた 効果を少し感じた

効果をあまり感じなかった 効果を全く感じなかった

※「作業量の減少」「品質の向上」など、従来方法と比較してのメリット

（件） （件）

■その他の活用内容
・受発注者間の意思統一
・変更協議等、受発注者間の協議での活用
・道路の地下埋設物の整理や確認

■その他の効率的になった内容
・施工前に仮設配置、資材搬入、機械配置の検討を行うことができた
・交通規制の伴う工事の施工管理で、作業員の効率化を図ることができた
・台帳作成に役立つ、書類整理に大いに活用できる

N=613 N=613
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261

47

282

172

402

537

203

118

310

202

152

158

196

0 200 400 600

視認性の確認

点検スペース等の確認

重ね合わせによる確認

鉄筋の干渉チェック

現場条件の確認

施工ステップの確認

広報での活用

施工数量算出

施工管理での活用

ICT施工での活用

解析・シミュレーション

不可視部の3次元モデル化

その他

212

169

59

103

46

225

50

62

39

22

113

0 100 200 300 400

視認性の確認

重ね合わせによる確認

鉄筋の干渉チェック

現場条件の確認

後段階での地質モデル活用

施工ステップの確認

事業計画の検討

広報での活用

概算数量算出

維持管理へのデータ引継

その他

推奨項目の実施状況（受注者アンケートによる速報値）

6

・直轄土木工事・業務の受注者が実施した推奨項目を調査
・「施工ステップの確認」「現場条件の確認」「重ね合わせによる確認」「視認性の確認」など視覚化による効果が

多く活用されている

（件） （件）

工事業務

N=508 N=931

推奨項目の実施状況（複数回答可）
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受注者が捉えるBIM/CIM活用の効果（受注者アンケート）

BIM/CIM対象工事／業務によりメリット・効果が得られた場面（複数回答可）

・受注者は工事、業務ともに3Dでの可視化によるコミュニケーションや理解度の改善を効果と感じている
・設計図書間での整合は工事では多く効果を実感する一方、業務では回答の1割強程度にとどまっている
・業務、工事ともに、２Dと３Dの二重作業や人材育成等を課題と感じている

BIM/CIM対象工事／業務によりデメリット・効果が得られていないと感じる場面（複数回答可）

743

299

265

89

187

44

44

0 200 400 600 800
3Dでの可視化によるコミュニ

ケーションや理解度の改善

設計図書間での整合の容易化

顧客への印象向上

設計変更に伴う手間やコスト減少

手戻りの減少によるプロセスの円滑化

メリットなし

その他

工事

336

178

233

177

301

204

58

0 200 400 600 800
CAD等の業務と二重作業になり

作業時間・手間の増加

かける時間・手間に対してメリットが少ない

ソフト・システム等の維持費が負担

自社でのシステム構築や標準化が負担

人材育成等の費用・時間等が負担

デメリットなし

その他

工事

445

77

245

13

50

19

19

0 200 400 600 800
3Dでの可視化によるコミュニ

ケーションや理解度の改善

設計図書間での整合の容易化

顧客への印象向上

設計変更に伴う手間やコスト減少

手戻りの減少によるプロセスの円滑化

メリットなし

その他

業務

358

85

129

74

253

27

23

0 200 400 600 800
CAD等の業務と二重作業になり

作業時間・手間の増加

かける時間・手間に対してメリットが少ない

ソフト・システム等の維持費が負担

自社でのシステム構築や標準化が負担

人材育成等の費用・時間等が負担

デメリットなし

その他

業務

N=508 N=931

N=508 N=931

7

（件） （件）

（件） （件）



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

215
143

88
12

25
14

0 100 200 300

ASP
CD等

電子メール等

DXデータセンター

貸与資料ダウンロードシステム

その他

データシェアリングについて

8

・発注者から受注者に対し、設計図書の作成の基となった情報についての説明の有無を受発注者双方にアン
ケートで確認

・発注者のほうが受注者に比べて説明をしたと認識している割合が多い
・資料の貸与方法はASPが最も多く、次いで電子媒体が多い

■発注者から受注者に、設計図書の作成の基となった情報を説明しなかった理由
・BIM/CIM活用の工事がない／３次元モデルによる設計を担当していない／設計段階で３次元モデルの作成がない
・受注者から特に求められていなかった
・説明の必要性を認識していない 等

30.7% 35.9%

34.9% 29.0%

34.4% 35.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R5 R6

口頭での説明 文書での説明 説明なし

52.1% 47.1%

17.0% 26.3%

30.9% 26.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

R5 R6

口頭での説明 文書での説明 説明なし

受注者への説明の有無
（発注者アンケート結果）

発注者からの説明の有無
（受注者アンケート結果）

説明あり合計
65.6%

説明あり合計
69.1%

説明あり合計
65.0%

説明あり合計
73.4%

（併用、クラウド、紙 等）

受注者への資料貸与方法
（発注者アンケート）

N=613 N=613 N=1,046

（件）
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発注者の主な課題とBIM/CIMによる効率化

9

工区
分割

事業
着手

測量
調査

予備
設計

概略
設計

詳細
設計

用地
取得 積算 契約 施工

設計
変更

監督
検査

事業
完了

BIM/CIMによりすでに効率化している内容

・合意形成や完成形の理解促進に加え、施工条件検討や事業監理、情報共有、データを活用した資料作成等に
も取り組まれており、一定の効率化が図られている
・引き続き、事業の各段階で、データを活用した生産性向上に取り組むことが必要

事業の流れと発注者が抱える課題の例

BIM/CIMにより効果が発現してきた内容

全体を通して施工段階積算～契約段階設計段階測量調査段階

・地元など関係者と合意
形成を図るための資料
作成及び協議に苦労

・業務・工事の契約単位で
データが管理されている
ため、必要なデータの検
索に苦労

・所属や契約が異なる関
係者間での情報共有に
苦労

・工事検査について、検査
内容は簡素化されてい
るが、検査書類の確認
が必要

・施工前の３者協議に苦
労、大幅な設計変更など
手戻りが生じることもあ
る

・設計変更協議の内容確
認、関係者説明に苦労

・工事のステップや進捗状
況を把握することに苦労

・膨大な出来形管理項目
について、現地と図面を
照らし合わせて確認をす
るのに苦労

・発注規模に合わせた数
量算出・分割作業が生じ、
工事範囲が変更になる
たび修正が必要

・数量のチェックに苦労、
ミスが発注手続きの取り
やめに直結するので大
きな負荷

・公告後の質問対応で、
不整合が発見されると短
期間での修正対応が必
要になる

・多数の図面のチェックや
整合確認に苦労

・設計変更が繰り返し行
われ、修正に至った経緯
や最新情報の把握・整
理に苦労

・特に若手職員は図面を
読む経験が少なく、発注
する工事の完成がイメー
ジしづらい

・調査を開始してから詳細
設計が完了するまで長
期間要することもあり、
担当者が変わるため必
要な情報の引継に苦労

・設計、施工の各段階でも
必要に応じて調査や測
量を実施。調査成果や
測量成果の整理、管理
に苦労

・地質調査や測量を複数
業務で実施している場合
があり、欲しい情報がど
の業務成果にあるかの
確認に時間を要する
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本日の内容

10

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

LEVEL-3LEVEL-2LEVEL-1LEVEL-0
将来３～５年で一般化現在過去

11

２次元図面 ２次元図面

３次元モデル

２次元図面

３次元モデル ３次元モデル

整合

・形状の可視化 ・形状の可視化
・設計精度の向上
・監督検査での活用

内 容

効 果

成果物

時間軸

・自動設計

・まずは、３次元モデルと２次元図面の主要部分が同一の内容であることを目指す
・42件の直轄業務で試行（R7年２月時点）

・主要部分について
３次元モデルと２次元図面
を整合させる

・全て３次元
・パラメトリックモデリングに

より半自動設計

・２次元での設計、工事発注

整合

・２次元図面をもとに３次元
モデルを作成

・連動していない

横断構造物

コンクリート構造物のイメージ

土工のイメージ

３次元モデルと２次元図面の連動について
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3

4

4

11

30

19

26

75

46

27

9

82

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

構造物

土工

複合、その他

計

２次元図面と３次元モデル作成作業の実態

整合確認の状況（３次元設計・BIM/CIM積算アンケート）

12

・R6年度に契約した詳細設計業務を対象に、３次元モデルと２次元図面の整合確認の状況について確認
・受注者へのアンケートの結果、約半数の案件で、３次元モデルと２次元図面の整合を確認している
・３次元モデルから２次元図面を切り出して作成している事例は少ない

N=168
（詳細設計業務で３次元モデルと
２次元図面を作成したもの）

ソフトウェアの機能を用いて３次元モデルから２次元図面を切り出し、情報を追加して２次元図面を作成している
（主要部など一部分は２次元図面と３次元モデルが整合している）

ソフトウェアの機能等を用いて２次元図面と３次元モデルの整合を確認している

２次元図面と３次元モデルの整合は確認していない

（件）



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

13

・３次元モデルと２次元図面を別々に作成し、ソフトウェアの機能によって３次元モデルと２次元図面を重ね合わせ、
半自動的に寸法の整合を確認

■設計の進め方
• 断面変化点ごとの２次元断面図を作成し、それ

をもとにソフトウェアの機能により３次元モデルを
作成

■整合確認の方法
• ソフトウェアの機能により、３次元モデルと２次元

図面を重ね合わせ、寸法が整合しているか確認

■設計者の声
・ 大きな手間をかけず整合確認が可能であった

■整合確認のイメージ

３次元モデルと２次元図面の整合確認方法（帯広開発建設部）

SECT-3
種別 図面上の寸法値 モデル上の計測値 図面とモデルの差異 判定
標準寸法 2000 2000 0 ◯
標準寸法 7525 7525 0 ◯
標準寸法 3975 3975.140765 0.140765 ◯
標準寸法 2500 2499.555294 0.444706 ◯
標準寸法 1100 1100.644329 0.644329 ◯
標準寸法 400 399.999967 0.000033 ◯

断面変化点ごとの断面図を組み合わせて３次元モデルを作成

２次元図面と３次元モデルの確認範囲を指定し、
自動で重ね合わせ・整合確認

整合確認のイメージ
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・３次元モデルから切り出した２次元図面と、成果物として作成した２次元図面を重ね合わせることにより、３次元
モデルと２次元図面の整合を確認

■設計の進め方
• 設計の初期段階から３次元モデルと２次

元図面を平行して作成

• ３次元モデルや切り出した２次元図面を
発注者協議等に活用

■整合確認の方法

• ３次元モデルからの切り出しや投影に
より作成した２次元図面と、成果物として
従来通りCADにより作成した２次元図面
の整合を重ね合わせで確認

■設計者の声

• 構造一般図であれば、３次元モデルから
の切り出しや投影でも、成果物として納品
する２次元図面は作成可能と考える

■整合確認のイメージ

３次元モデルと２次元図面の整合確認方法（新潟国道事務所）

３次元モデルから作成した２次元図面CADで作成した２次元図面

切り出し
投影重ね合わせて

寸法の一致を確認
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【現状】

• 受注者アンケートから３次元モデルと２次元図面の整合確認は半数以上が実施している

• 確認方法は、ソフトウェアの機能を用いて自動的に実施している方法や、代表断面のみで2次元と3次
元を重ね合わせ人力で確認する方法など様々

• ２次元図面と３次元モデルを別々に作成しており、２次元図面の削減等にはつながっていない

• ３次元モデルから切り出した２次元図面は、CAD製図基準を遵守することは困難

３次元モデルと２次元図面の連動について 今後の進め方

15

【今後の流れ】
・下記について試行を実施し、２～３年以内での原則化を目指す

・３次元モデルと２次元図面の整合確認方法についてのルール作り
・２次元図面削減についての検討（３次元モデルで代替可能な２次元図面を削減）

３次元モデルと２次元図面の整合確認の原則化

３次元モデルも（２次元とのハイブリッド）契約図書として活用

R7年度
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３次元モデルの具体的方向性（土工）

16

モデルから数量を算出し、
積算に活用

【引き継ぎ事項】

地元調整で擁壁になる可
能性あり
（YYYY年MM月DD日）

BIM/CIMによる地盤改良工
の施工履歴管理

ICT建設機械による施工

属性情報の活用
（維持管理）

設計データ（中心線＋横断）
属性情報の活用
（BIM/CIM積算）

・属性情報を含む３次元モデルの活用により、各種作業の自動化、効率化を目指す

３次元モデルを発注図書として、主要断面等の別途作成した
２次元図面と併せて活用

設計形状と出来形形状の確認

情報伝達（義務項目）

スラリー量
掘削深度 等

モデルの体積 V=XXXm3

発注図書としての活用
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CAD製図基準の見直し

17

・CAD製図基準は平成１６年度からの直轄事業における電子納品の開始にあたり、公共事業における標準的な
CAD製図に関する基準として策定

・３次元モデルから２次元図面を作成する場合、CAD製図基準に準拠することが非効率になることもあるため、
現状のCAD製図基準の課題を明確にし、関係団体と議論し、必要に応じて基準の見直しを実施

CAD製図基準の現状

・線の種類、太さ、寸法の表し方などが用途
別に決められているが、３次元モデルから２
次元図面を切り出した場合、ソフトウェアが
対応していない

・図面の大きさがA1を標準としたり、輪郭

（外枠）や余白が定義されているなど、紙で
出力して確認することが前提となっている

BIM/CIM取扱要領の記載案

３次元モデルから2次元形状を切り出して2次元図面を作成する場合、「CAD製図基準」を満足するデータを作
成できるソフトウェアが現状では整備されていないことから、切り出した2次元形状に対して「CAD製図基準」で
定める「レイヤの名称」「色」「線の種類・太さ」「寸法の表し方」等の設定を考慮しなくてもよい。

JIS Z8316 : 1999 製図−図形の表し方の原則

17
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本日の内容
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1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
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BIM/CIM積算 データ変換の流れ（試行）

19

ソフトウェア IFC 積算
システム

３次元モデル作成ソフト

工事工種体系
ツリーコード

（レベル５（規格）
まで公開

（R6版：R7.1）

※bSDD (buildingSMART Data Dictionary）：
IFCモデルで参照する用語のライブラリを利用するためにbSIが無料で提供しているWEBサービスのこと。3次元モデルに登録するデータの品質と情報
の一貫性の向上に貢献。https://technical.buildingsmart.org/services/bsdd/

bSD
D
※

等
で

連
携

BIM/CIM積算の事例

・３次元モデルに設定される属性情報を積算に直接活用するための取り組みを推進
・異なるソフトウェアでも活用できるよう、共通フォーマット（IFC）を活用した数量活用を試行
・今後 bSJ (buildingSMART JAPAN) において、IFC検定の項目として設定していく予定

① ②
③

IFCを活用したBIM/CIM積算についてはR６年度中に実施環境が整う予定

XML形式 設計数量
管理機能

IFC形式のデータを数量設計管理機能へ入力するため
XML形式に変換できるツールをR7.3に公表予定 設計数量

管理機能
を公表済み

（試行版：R6.4）
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BIM/CIM積算 変換ツール（試行版）による試行事例（中村河川国道事務所）

・３次元モデルに設定した属性情報を活用して、積算システムに取り込むデータを半自動的に作成
・橋梁下部工を対象に全国11件で試行（R7年２月時点）

設計数量管理機能

ソフトウェア

IFC

①

②

③XML形式
に変換

IFCビューアによる閲覧状況IFCファイル

属性情報３次元モデル（橋台）

積算システムに取り込む情報

工事工種体系
ツリーコード

数量・規格

備考値プロパティ名

1470700101_1411100101_14266
00101_1570400101_1575800101

道路新設・改築_橋梁下部_橋台
躯体工（構造物単位）_逆T型橋台

体系コード

1575800101_3_4ｺﾝｸﾘｰﾄ規格_24-12-25(20)(高炉)規格

532.955数量

20
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2

1

0

11

7

6

67

46

34

0 20 40 60 80

構造物

土工

複合、その他

設計数量の算出における３次元モデルの活用状況

数量算出における３次元モデルの活用状況
（３次元設計・BIM/CIM積算アンケート）

・３次元モデルの数量を積算に活用している状況について調査したが、現状はほとんど使われていない
・土木工事数量算出要領において、３次元モデルからの数量算出について記載しているが、３次元モデルから

得られた数量を活用していいか分からないとの意見もあった

３次元モデルで数量を算出した上で、工種、規格等を
属性情報として設定し、数量集計を実施

３次元モデルで数量を算出した

３次元モデルで算出される数量は活用していない

N=174（詳細設計業務で３次元モデルを作成したもの）

（件）

■令和６年度 土木工事数量算出要領（抜粋）
1.2 数量計算方法

長さ・面積・断面積等の計算は数学公式によるほか、スケールアップ、
プラニメーター、平均面積（断面）法等により行うものとする。また、CAD 
ソフト等による算出結果について、適宜結果の確認をした上で適用でき
るものとする。

1.10 ３次元モデルによる数量算出方法
数量の算出は「1.2 数量計算方法」によるほか下記の方法によるも

のとする。

21

2.コンクリート構造物
【３次元モデルによる数量算出】
A:「体積」を算出する項目（コンクリート）
B:長さ、「面積」や「個数」を算出する項目（化粧型枠、水抜きパイプ）
C:積算上考慮すべき材料等について「必要性の有無」を確認する項目

（足場、均しコンクリート）
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本日の内容
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1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
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設計からICT施工へのデータ連携

・設計と施工で円滑なデータの引き渡しを行うことを目的に、土工形状モデルの納品にあたって、横断形状の変
化する箇所の横断形状データを、J-LandXMLで出力したものの納品を徹底するよう周知（R6.3事務連絡）

・一方で、令和６年４～６月の３ヶ月間の電子納品データを分析したところ、要求通りの納品は全体の２割弱程度

土工形状モデルにJ-LandXMLデー

タ（線形データ＋横断構成要素（変化
点）データを納品することを徹底

変化点以外のデータについ
ては、適宜２次元の断面を抽
出して利用する。

現場条件に応じて必要な情
報（横断構成要素）を加味

■引き渡しを行うデータの統一化

周知内容

線形データ＋横断構成要素（変化点）を加味した
データ活用の普及展開を実施

■電子成果物納品の徹底

【横断設計の考え方】

8
18%

13
30%14

32%

9
20%

J-LandXML（要求通り納品）

J-LandXML（横断形状なし）

J-LandXML以外の
LandXML

オリジナルファイルのみ

■R6.4～6の間に電子納品された詳細設計業務
（ALIGNMENT_GEOMETRYフォルダを作成した44件）

で納品されたデータ内容

23
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3Q 4Q
2026年度以降

試行工事による効果検証

試行工事による効果検証

2024年度 2025年度

箱桁

設計情報属性ファイルの出力
製作情報システムへの読み込み

試行結果を踏まえ標準化

鈑桁
（合理化桁、
従来鈑桁）

設計情報属性ファイルの出力
製作情報システムへの読み込み

試行結果を踏まえ標準化

開発
連携テスト

24

・鋼橋の設計データを工場製作に活用するため、中間ファイルを作成しデータ連携を実施
・R6.9からは受注者が希望する場合、全ての鈑桁の工事においてデータ連携を実施可能（R6.9以降５件の工事

で実施中）とし、詳細設計業務においては、必要な資料の納品を原則化
・R7年度は箱桁についても取組を推進

鋼橋における設計と工場製作のデータ連携

【今後の予定】

試行・効果検証

システム開発

自動設計システム
（構造計算、図面作成、数量計算）

設計情報属性ファイル
（中間ファイル）

自動原寸システム
（工場製作データ作成）

工場製作
データ

【概要】
施工段階

※自動設計システム未反映の箇所は
当該箇所の明示資料を作成し施工段階に伝達

自動入力

設計段階

設計段階において以下の成果物の作成・納品を原則化

・自動設計・製図システムのオリジナルデータ一式
・設計情報属性ファイル（中間ファイル）
・設計情報属性ファイル未反映箇所の明示資料（一覧表・朱書図）



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

本日の内容
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1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
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・新技術を活用して業務の効率化を進めるため、デジタル技術を活用した新しい監督・検査等の手法を積極的に
試行

・試行結果は本省で収集し、基準に反映する

現状

基準の制定・改定 基準を適用して施工管理、
監督・検査を実施

基準に書いて
いないことは
やりづらい

今後の方向性

基準の制定・改定新たな手法で施工管理、
監督・検査を試行

・技術の進歩に基準の制定・改定が追いつかない
・新しい技術があっても、基準に反映されていない

ため適用されにくい

受注者 監督職員

従来方法と比較して
支障がなければOK

・従来方法との比較により支障が生じないことを確認
し、新技術を積極的に活用して効率化を進める

・効果が確認されたものは基準に反映

試行・基準改定

データ連携のオートメーション化（ペーパーレス化）につながる様々なデジタル技術

ARを活用した土工の出来形確認 3次元データによる法枠の出来形確認 BIM/CIMによる地盤改良工の施工履歴管理

新技術で
効率化を
図りたい

受注者 監督職員

新技術で
効率化を
図りたい

事務連絡は国土交通省HPに掲載：BIM/CIM関連基準要領等（令和６年３月） https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000140.html 等

デジタルデータを活用した監督・検査等の実施について（試行）

26
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投影した横断図に
出来形を表示

ＲＴＫ測位機器を活用した施工管理 現地マーカーを活用した施工管理

非ＧＮＳＳ下におい
ても現地マーカー等
により寸法を表示

スタッフ、幅広
テープなどを表
示することによ
り、目視での確
認はより理解さ
れやすい

画面をTeams等で共有して現地計測と併用することにより遠隔臨場も可能

ARを活用した施工管理（天竜川上流河川事務所）

27

○設計データを現地の現況断面に合わせて横断図を投影、RTK※測位機器を活用し、出来形の寸法を表示し
施工管理を実施

○非GNSS下においても、現地マーカーによる位置合わせを行い、施工管理を実施
○上記の施工管理を実施することで、ペーパーレス化及びWEBで共有することにより遠隔臨場も可能となる

※リアルタイムキネマティック（Real Time Kinematic）の略、衛星測位から発信される搬送波を用いた計測手法
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28

（

規格値を３Ｄモデルに投影した施工管理

（

支持杭出来形計測（偏心量、基準高）

遠隔臨場にて、現地の計測点をリアルタイムに３次元モデル上に表示させ規格値範囲もモデル上に表示させておくことで、一目で規格値
の範囲に収まっているのか確認ができるため、書類や数値を見なくても画面上で検査が可能、

計測値、規格値を３次元モデルに投影
現地で計測した計測値が規格値枠内に収まっていれば出来形
として合格

デジタルツインによる施工管理（出雲河川事務所）

○設計データ・現地取得点群、座標値を３次元空間に一括して表示し、３次元モデル上に出来形管理の規格
値の範囲を投影

○現場にいる施工者が測定した計測値をリアルタイムに３次元モデル上に投影し、出来形管理を実施。
○施工管理の状況をWEBで共有することにより遠隔臨場も可能。

：規格値 ：設計値 ：計測値
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・現地にいる受注者の位置と３次元モデルの位置が同期しているた
めお互いの位置がアバターで表示
・AR、VR双方で書いた文字などはお互いの画面に表示され、リア
ルタイムな遠隔臨場検査を可能とする。

VR側画面 VR空間内のリアルタ
イム現地映像

現地AR側画面

・超小型の３次元計測機器を使用し、手軽に数cm精度の測位や
点群計測が可能
・効率的な出来形管理や検査、数量算出に活用

モバイル端末による3次元計測

デジタルデータを活用した監督・検査等の事例

29

出雲河川事務所

現地へ差出面積を重ね合わせることで
面積の整合性を確認

超小型RTK受信機

・ICT土工の出来形の段階確認にR－CDEを活用する
・ブロックチェーンにより、保存されるデータの真正性を担保すること
で、改ざんが防止された施工管理データを一元的に管理し、関係者
間で共通のデータをいつでも確認することが可能

ＡＲ、ＶＲ技術を活用した
リアルタイム双方向遠隔臨場検査

高精度で手軽な計測機器を
活用した出来形管理の実施

共通データ環境「R-CDE」を
活用した施工管理

【従来の監督検査】 【R-CDEを活用した監督検査】

天竜川上流河川事務所

利賀ダム工事事務所
岐阜国道事務所
岡山国道事務所
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○出来型面管理データを現地で重ね合わせることで監督・検査等を実施した場合、出来形管理図表の作成・
提出を不要とするよう基準を追加

■現 状 ■令和７年度から追加

出来形管理図表の作成・提出は不要

出来形計測として点群デー
タを取得

出来形管理図表（ヒートマッ
プ）を作成し、
出来形を確認

実地検査においては、ＴＳ
等を活用して書面検査時に
指定した箇所の出来形計
測を行い、設計面と実測値
の標高差が規格値内であ
ることを確認

出来形面管理データを現地へ重ね合わせることで、視覚的・
直感的に全体の出来形確認が可能となり、検査の効率化が可
能となる。（検査時に検測点と出来形データを比較することで
データの整合性を確認。）

①出来形面管理データを現地へ重ね合わせ

②現地の検測点と出来形データを比較して整合性を確認

デジタルデータを活用した監督・検査の基準化

30
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1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
31

本日の内容
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○ 電子納品・保管管理システムは、業務・工事の履行内容をアーカイブする仕組みであり、発注者の作成した

データは内部サーバで保管され、発注者内で関係データが散在している。

○ 受発注者間の情報共有システム（ＡＳＰ）内の共有データは業務・工事の契約終了で多くが失われている。

○ このため、プロジェクト単位で継続的・一元的なデータ共有環境の整備がプロジェクトマネジメントに有効では

ないか。

プロジェクト単位のデータ共有の仕組みの必要性

データデータ共有環境データ共有期間データ共有単位データ共有者

受注者内部で共有するデータ内部ファイルサーバ等
業務・工事の

契約期間
受注者単位受注者

業務・工事の電子成果品
（業務・工事の契約履行内容をアーカイブ）

電子納品保管管理シス
テム所定の保存期間発注者単位発注者

発注者内部で共有するデータ内部ファイルサーバ

受発注者間で共有するデータ

業務・工事の受発注者
間の情報共有システム
（ＡＳＰ）

業務・工事の
契約期間

受発注者単位
委託業務単位
請負工事単位

受発注者

現状では存在しない事業期間プロジェクト単位

プロジェクト関係者

（用地交渉者、複数
の受注者等）

河川や道路等の管理に関するデータ流域DPF、ｘROAD等運用期間インフラ単位インフラ関係者

インフラ関係者以外の機関へ提供するデー
タ

国土交通DPFデータ提供期間システム連携他のシステム利用者

一般ユーザに提供するデータ国土交通DPFデータ公開期間オープンデータ一般ユーザ

契約終了で保存されていた共有デー
タの多くが失われる。

事業期間中のデータを共有する仕
組みが存在しない。

32

令和6年度 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理
システムのあり方に関する懇談会 第2回（令和６年12月６日） より抜粋
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○ 事業期間中に一元的に必要なデータを保存・共有し、事業そのものを表現するデータ（設計図など）を随時最

新更新し保管・共有する仕組みとして、ISO19650に準拠したプロジェクト単位のCDE（プロジェクトCDE）が有

効ではないか。

ISO19650に準拠したプロジェクトCDEの有効性

33更新履歴 Archived更新履歴 Archived

作成者：受注者A
年月日：20XX.X.X

工事・業務
発注者

プロジェクト
CDE

受発注者間からプロジェクト関係者間の情報共有へ

現状 将来

納
品

納
品

納
品

貸
与

貸
与

貸
与

貸
与

納
品

納
品

納
品

納
品

測量者 調査者
予備

設計者
詳細

設計者 施工者 補修者点検者

修
正

工
区
割

測量者 調査者
予備

設計者
詳細

設計者
施工者 補修者点検者

プロジェクト
関係者
（用地担当等）

測量

調査

予備設計

詳細設計

施工

点検

補修

事業に関するデータを各段階で更新

発注者内部発注者内部

工事・業務
発注者

工事・業務
発注者

作成者：受注者A
年月日：20XX.X.X

照査者：受注者B
年月日：20XX.X.X

完成検査者：総括調査員
年月日20XX.X.X

最終修正者：受注者A
年月日：20XX.X.X

最終照査者：受注者C
年月日：20XX.X.X

承認者：発注者B
年月日：20XX.X.X

ISO19650に準拠したプロジェクトCDEによるデータの作成・承認履歴の記録

受注者
による承認

発注者懇談会 （R4年度第１回・R4/10/11）資料
「データマネジメント」の分類」を更新

統括調査員 検査官

管理技術者 管理技術者

照査技術者

管理技術者

照査技術者

受注者

発注者

凡例

発注者
による承認

受注者
による承認

発注者
による承認

作業中
Work

In
Progress

活用

Published

共有

Shared

業務履行中における発注者による承認 業務完了時における発注者による承認受注者内の作業中

令和6年度 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理
システムのあり方に関する懇談会 第2回（令和６年12月６日） より抜粋
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測量成果の設計での活用

・現行の航空測量（写真・点群）では、概略設計で必要となるよりも高精度なデータが取得できるが、このデータ
は後段階で活用されておらず、別途補備測量を実施している

・測量機器の進展を踏まえた効果的な測量の時期、データ活用について今後検討・試行

備考精度検証結果要求精度測量手法測量成果

精度検証結果：公共測量
成果

標高精度：0.02m
平面精度：1.75m
標高精度：0.66m

レーザ測量
レベル2500
地形図

精度検証結果：公共測量
成果

標高精度：0.01m
～0.03m

平面精度：0.7m
標高精度：0.33m

レーザ測量
レベル1000
地形図

精度検証結果：公共測量、
公共測量外成果

標高精度：0.01ｍ～
0.07ｍ

平面精度：0.25m
標高精度：0.25m

レーザ測量
レベル500
地形図

ー
水平位置：0.12m
標高精度：0.25m

レーザ測量
レベル250
地形図

現状：公共測量で求められる精度（レベル2500程度）よりも高精度（レベル250程度）なデータが取得できる

今後の方向性：測量を行う時期を変更し、後段階で効果的に測量成果を活用できないか検討・試行

予備設計 S=1:1,000

詳細設計（道路、橋梁、トンネル）

調査 S=1:50,000～10,000

概略設計S=1:5,000～2,500
測量

予備設計 S=1:1,000

詳細設計（道路、橋梁、トンネル）

調査 S=1:50,000～10,000

概略設計S=1:5,000～2,500

測量測量の
時期の
変更

＜従来の工程＞ ＜試行（案）＞

34

調査、概略設計段階では測量を行わず、国土地理
院の電子国土の情報を使用
概略設計後に範囲を限定※して、現地立入のない
航空測量・図化を実施
概略設計後の測量成果で予備設計を実施
現地に立入れる段階で、高密度点群測量や実測に
より設計に必要な地物等を追加

詳細設計の用地測量等は実測で実施
※範囲を限定することで、広域を測量していた時と
同程度の費用でより詳細な成果が作成できると想定
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地質調査成果の更なる活用について

35

地質調査から設計へ伝達する情報について（道路設計の例）

• 調査、設計、施工の各段階において、地質調査が複数回、実施されているが、業務等が異なる場合、過去
の地質調査業務の詳細なデータが反映されていない

• ３次元地質モデルを作成するルールは定めているが、目的に応じたニーズが不明であり今後整理が必要
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国土交通省登録資格（データ管理（BIM/CIM))について

36

・公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格（国土交通省登録資格）の対象業務に
データ管理（BIM/CIM）を追加し、公募（R6.10）

・申請のあった「BIM/CIM管理技士」について、審査を行い国土交通省登録資格に登録（R7.2）

■データ管理（BIM/CIM）の登録要件

確認すべき資格付与試験等の要件必要な知識・技術知識・技術を求める者業務施設分野

１．BIM/CIMに関する専門知識を有することを

確認するものであること

業務の管理及びデータ管理

（BIM/CIM)を確実に履行する

ために必要な知識及び技術

に加え、これらの業務の管理

及び統括を行う能力

業務の管理及び統括

等を行う者

（管理技術者又は主任

技術者）

データ管理（BIM/CIM（複数の土

木業務・工事で作成した３次元モ

デルを統合し、活用する業務をい

う。以下この表において同じ。））

全施設

２．BIM/CIMに係る最新の基準、要領に関する

知識を有することを確認するものであること

３．BIM/CIMに関し、実務経験を有する者を対

象としていること

■BIM/CIM管理技士の概要

BIM/CIMやDXに関する基本的なことから応用まで幅広く普及促進し、更なるBIM/CIMの推進を行うこと目的

日本建設情報技術センター（JCITC）資格付与事業者

日本建設情報技術センターが実施するBIM/CIM管理技士資格認定試験に合格のうえ登録申請が承認されること資格付与の条件

次のいずれかに該当
１ 土木技術関係業務に３年以上の実務経験済み ２ 指定学科の卒業＋土木技術関係業務に２年以上の実務経験済み
３ 専門資格等

受験要件

建設分野を取り巻く課題、BIM/CIMとは、３次元モデル導入のメリットと海外の動向、建設生産・管理システム、
国土交通省のBIM/CIM施策、３次元モデリング 、プロダクトモデル、測量とGIS、地形・地盤モデル、情報共有と情報マネジメント、
BIM/CIM活用の基礎、調査・測量におけるBIM/CIM活用、設計におけるBIM/CIM活用、施工におけるBIM/CIM活用、
維持管理におけるBIM/CIM活用、BIM/CIMの将来と未来の建設分野、BIM/CIM技術者

試験内容

131人（R6.9現在）有資格者の人数

出典：
・日本建築情報技術センターHP https://www.jcitc.or.jp/bimcim_execution_manager/
・BIM/CIM概論 BIM/CIM管理技士資格認定試験受験者のための教科書
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本日の内容

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
37
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R6.2 基準要領PT開始

～ 6回のPTを開催し意見交換（参加：３２団体）

R6.12 素案作成

R6.12 BIM/CIM推進委員会幹事会 （素案提示）

・関係団体に意見照会

R7.2 BIM/CIM推進委員会 （案提示）

◆ 今年度中 「BIM/CIM取扱要領」策定

BIM/CIM取扱要領 検討経緯

• BIM/CIMについて数多くの基準類が整備される一方、メンテナンスがされていないものも多いことから、改め
てBIM/CIMの目的や取り組みについて整理した「BIM/CIM取扱要領」の作成をR５年度から関係団体と連携
し実施

• 12月の推進委員会幹事会で素案を提示し、その後関係団体に意見照会を実施

■検討の経緯と今後の流れ

38
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BIM/CIM取扱要領（案）について

39

• 建設事業で取り扱う情報を統合管理することにより、受発注者のデータ活用・共有を容易にし、生産性を向
上させることを目的にBIM/CIMを適用する

• ３次元モデルや点群データ、GISなど、目的に応じたデータやツールを活用する

BIM/CIMで使用する主なデータ
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BIM/CIM取扱要領（案）について

40

○ 生産性を向上させるためBIM/CIMにより以下の内容に取り組む
・ ３次元形状により可視化を図るなど、関係者間の相互理解の促進や合意形成、意思決定の円滑化や、
設計内容等の見える化により各種の確認を容易にすること

・ 調査、測量、設計、積算、施工、維持管理の各段階における情報を一元的にデジタルデータとして共有・
伝達し、機械判読可能なデータを活用することにより省人化や生産性向上を図ること

BIM/CIMで目指す仕事の効率化
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BIM/CIM取扱要領（案）について

・BIM/CIMの適用にあたり、発注者が求める内容は原則実施する内容が基本
・さらに事業を進める上で課題を抱えている場合は、発注者が受注者に課題を示した上で、過去の事例なども参
考に受発注者で実施内容や納品方法について協議し決定

業務・工事の
種類

活用内容の詳細活用内容

詳細設計

出来あがりの完成形状を3次元モデルで視覚化することで、関係者で

全体イメージの共有を図る。

（活用例：住民説明・関係者協議等での活用、景観検討での活用）

出来あがり全体イメージの確認

視
覚
化
に
よ
る
効
果

詳細設計

2次元では表現が難しい特定部や3次元の位置情報や視覚化により

課題を効率的に後段階に伝達できる箇所は、3次元モデルにより関係

者の理解促進や2次元図面の精度向上を図る。

（特定部は、複雑な箇所、既設との干渉箇所、工種間の連携が必要な

箇所等。詳細度300までで確認できる範囲を基本とする）

特定部の確認や情報伝達

施工

詳細設計等で作成された3次元モデルを閲覧し、施工計画の検討、2

次元図面の理解の参考にする等、現場作業員等の理解促進を図る。

（3次元モデルを閲覧することで対応（作成・加工は含まない）なお、受

発注者協議による3次元モデルの加工等を妨げるものではない）

施工計画の検討補助

2次元図面の理解補助

現場作業員等への説明

原則実施する内容（発注者が求める内容）

41
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＜活用する基準＞

・ BIM/CIM活用ガイドライン（案）

・ i-Construction推進のための3次元数値地形図データ作成マニュアル

・ 土木工事数量算出要領（案）

・ 電子納品要領、電子納品運用ガイドライン、オンライン電子納品実施要領

・ LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準（案）Ver1.6（略称：J-LandXML）

・ LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準の運用ガイドライン（案）Ver.1.4

＜BIM/CIMの取組事例＞

・ 事業監理のための統合モデル活用ガイドライン（素案）

・ 事業監理のための統合モデル活用事例（九州地方整備局）

・ 設計－施工間の情報連携を目的とした4次元モデル活用の手引き（案）

・ BIM/CIM事例集

＜内容が更新されているもの、すでに取り組みが終了しているものとして取り扱い＞

・ 発注者におけるBIM/CIM実施要領

・ 3次元データを契約図書とする試行ガイドライン（案）

・ BIM/CIM活用における「段階モデル確認書」作成手引き【試行版】（案）

・ 3次元モデル成果物作成要領（案）及び附属資料1～5

・ 設計用数値地形図データ（標準図式）作成仕様【道路編】（案）

BIM/CIM取扱要領（案）について
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• これまで作成した各種基準類の扱いは以下の通り整理する
• 本要領と齟齬がある箇所（本要領の内容が反映できていない箇所）については、本要領を優先する
• 内容が更新されているもの、すでに取り組みが終了しているものも含めて、ステータスがわかるようにして

BIM/CIMポータルサイトに掲載

・ 3次元モデル表記標準（案）
・ 3次元モデル表記標準（案）に基づく3DAモデル作成の手引

き（案）
・ BIM/CIM成果品の検査要領（案）
・ BIM/CIM設計照査シートの運用ガイドライン（案）
・ 土木工事数量算出要領（案）に対応するBIM/CIMモデル作

成の手引き（案）
・ BIM/CIMモデル等電子納品要領（案）及び同解説
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本日の内容

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
43
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「電気通信施設維持管理計画」

○短期的な計画

管理設備個別の当面の更新有無等を把握し、

必要な対応を実施。（運用状態管理、性能、信頼性、コスト等

を総合評価） 、また、優先順位の判定方法を定め設備更新
計画を作成

・アセットマネジメントによる総合評価

※「電気通信施設アセットマネジメント要領・同解説（案）」

○中長期的な計画

地整・事務所・ダム管理所等の所管施設の将来における維
持・更新計画を把握し適切な施設の維持管理を実施。

５０年程度

【設計寿命による更新計画】
・電気通信施設の設計寿命による更新計画（従来更新）を作成

【設置環境等を考慮した寿命による更新計画】
・電気通信施設の設置環境等を考慮したｻｲｸﾙでの更新計画を作成

【延命化後期待寿命による更新計画】
・部品交換やオーバーホール等による延命化対策での更新計画を作成

具体的な
評価手順

電気通信施設のｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ総合評価による設備維持・更新までのフロー

５年程度

ＣＡＳＥ再設定
（内容見直し）

要求性能、信頼性等
を満足しない場合

信頼性管理（リスクマネジメント）

コスト管理（コストマネジメント）

性能管理（サービスレベルマネジメント）

ＣＡＳＥ１：継続使用
（一部整備を行う場合がある）

ＣＡＳＥ２： 部分更新

（設備構成装置等の一部更新）
ＣＡＳＥ３： 全体更新

（設備全体を一括更新）

整備・更新方式決定

ＰＤＣＡモデルに
よる施設改善・信

頼性向上

P D

A C 障害履歴

設備状態診断

電気通信施設管理ＤＢ

コスト評価
性能評価

信頼性評価

診断要領に基
づく詳細点検

整備・更新の
ＣＡＳＥ設定

整備・更新
要／否判定

総合評価

要判定

最も評価が高い方式を選定

設備運用管理

点検

電気通信施設点検ＤＢ

○国の財政事情から更なる長寿命化・コスト平準化等を図りつつ、電気通信施設として当面の設備更新

の考え方に加え、中長期的な見通しも踏まえた維持管理の計画（電気通信施設維持管理計画）を実施

している

電気通信施設維持管理計画について

44
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電気通信分野のBIM/CIM（電気通信施設共通基盤データベース）

45

資産管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
（施設ﾃﾞｰﾀ）

道路情報表示板ＣＣＴＶカメラ

多重無線装置

非常用発電設備

受変電設備ダム制御装置 レーダ雨量計

ＥＴＣ２．０水位観測設備

ローカル５Ｇ
基地局

光ファイバ回線

放流警報装置

11地整等毎にｻｰﾊﾞ管理

共通基盤データベース
（施設ﾃﾞｰﾀ、点検ﾃﾞｰﾀ・・・）

集約

・一元的なデータ管理による
効率的な運用や更新タイ
ミング等の検討に寄与

・物理的な集約によるハード
的な維持管理費の削減

【 現 在 】

【 将 来 】

点検
ﾃﾞｰﾀ

施設
ﾃﾞｰﾀ

点検
ﾃﾞｰﾀ

施設
ﾃﾞｰﾀ

点検
ﾃﾞｰﾀ

施設
ﾃﾞｰﾀ

○河川・道路等の維持管理に必要な電気通信施設の増大に伴い、戦略的な施設の整備・更新や適切な
運用管理のために施設情報収集の効率化、集約したデータ利用の高度化が必要となっている

○電気通信施設の施設データと点検データを統合・連携させることで、一元的なデータ管理による効率的
な運用等により職員・点検業者双方の業務の効率化・省力化を目指す

点検ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
（点検ﾃﾞｰﾀ）

データ連携無し

11地整等毎にｻｰﾊﾞ管理

全地整のデータを一元管理
電気通信ビジョン４（令和5年3月）

テーマ「最先端DXによる施設管理の効率化・高度化」の推進

施設
ﾃﾞｰﾀ

点検
ﾃﾞｰﾀ

点検
ﾃﾞｰﾀ

施設
ﾃﾞｰﾀ

一元管理
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電気通信分野のBIM/CIM（資産管理DBと点検DBの現状と課題）
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点検データベース

資産管理データベース

点検シート

点検結果登録
（事務所PC）

【点検業者】点検結果報告の流れ

点検様式ダウンロード

点
検
様
式
受
取

（Excel

）

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

印
刷

点
検
実
施

（
紙
様
式
に
書
込
）

点
検
結
果
転
記

（
紙→

Excel
）

点
検
報
告
書

作
成 点

検
報
告

（ASP

）

②
～
⑥

繰
り
返
し

点
検
結
果
提
出

（Excel

）

監
督
職
員

点
検
結
果
確
認

点
検
結
果
登
録

（
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
）

検
査

点検業者が事務所に行き、
国交省PCで点検様式受取
や結果登録作業を実施

事務所訪問

事務所訪問が必要なため、
年度末に一括登録

○データベース間の連携がなされていないため、職員が施設諸元や状態確認のために各データベース
を参照する必要があり、予算要求時等の情報収集作業が煩雑となっている

○データベースはインターネット経由で閲覧できないため、点検業者が点検の様式受取や結果登録時
に国交省の事務所へ行く必要があり、点検の事務作業が非効率となっている

（11地整等毎にｻｰﾊﾞ管理）

事務所訪問

（11地整等毎にｻｰﾊﾞ管理）

会社内業

データ連携無し

各データベースを
それぞれ参照する必要があり、
情報収集作業が煩雑 情報収集

情報収集
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電気通信分野のBIM/CIM（電気通信施設共通基盤DB導入による効果）
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点検業者用システム
（B社）

共通基盤データベース

※点検業者用システムは
民間が自由に開発

点検データ授受
点検データ授受

点検業者用システム向け
WebAPI

…

点
検
様
式
受
取

（
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
）

①②③④⑤⑥ ⑦⑧⑨⑩⑪

点
検
報
告
書

作
成 点

検
報
告

（ASP

）

③
～
⑥

繰
り
返
し

監
督
職
員

点
検
結
果
確
認

点
検
結
果
登
録

（
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
）

検
査

○データベースの集約により、職員が施設諸元や状態確認を一元的に確認できるため、予算要求時や
点検発注作業等が効率化するだけでなく、更新タイミング等の検討にも寄与する

○インターネット経由でデータベースへのアクセスが可能となり、点検業者が点検現場から直接データ入
力可能となるため、点検の事務作業が効率化するだけでなく、点検結果の随時登録が可能になることに
よるデータベースの健全性が向上する

点検業者の入力ツール

・タブレット ・スマートフォン ・パソコン

・ウェアラブル端末 など

データ登録時の環境に合わせて選定

【今後の予定】
既設データベースのデータ整理（一部事務所）、
共通基盤データベースの構築試行

R6

既設データベースのデータ整理（全事務所）、
点検業者用システム開発

R7

共通基盤データベースへ移行、点検業者用システム試行R8
本稼働（予定）R9～

インターネット経由

点検業者用システム
（A社）

インターネット経由

事務所来所が不要なため、
随時登録可能

全地整のデータを一元管理

【点検業者】点検結果報告の流れ（将来像）
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機械設備におけるBIM/CIM取組方針
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現状と方針

設計 設計 工場製作 据付 維持管理

機械設備工事受注者コンサル

基本的な設計：
求められる設備
機能を実現する
ための基本設計

詳細な設計：
本体構造物等との取り
合いや施工条件を考慮、
自社ノウハウを盛り込み、
自社施工のための設計

構成部材の製作：
自社設計を基に製作

現場据付：
自社製作部材等を据付、
総合試運転、完成

維持管理：
稼働、点検、故障緊急
対応、修繕・更新工事

機械設備の特徴
・コンサルから機械設備工事受注者に伝達するデータは基本諸元程度

（設計の目的が異なる）。

・工事契約後における設計から据付までは基本的に１社で実施。

・維持管理段階では取り扱う情報（稼働情報、点検記録、故障情報、修繕

履歴など）及び関係者が多い。

維持管理分野のBIM/CIM活用を推進

方針

①機械設備維持管理システムの活用拡大

②点検の効率化

職員、点検業者、
修繕・更新工事業者

・BIM/CIM適用の目的は、情報をデジタル化し、調査・測量・設計・施工・維持管理等の各段階に携わる受発注

者のデータ活用・共有を容易にすることによる、建設生産・管理システムの効率化、生産性向上。

・ BIM/CIMで活用するデータは３次元モデルに限るものではない。

・単独の機械設備工事はBIM/CIM適用の対象外。ただし、土木工事と関連する箇所については、適切
に実施すること。

直轄土木業務・工事におけるBIM/CIM適用に関する実施方針（R6.4.1適用開始）抜粋
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機械設備におけるBIM/CIMの取組

取り組み ①機械設備維持管理システムの活用拡大

３次元モデル
/点群データ

属性情報

維持管理情報の見える化
(ダッシュボード)

機械設備維持管理
システム改良

機械設備に適した
データ整備

連携(将来)

国土技術政策総合研究所 国土技術政策総合研究所
関東維持管理技術センター

設備台帳
稼働情報
故障情報
点検結果
修繕履歴

（時間情報付与）

管内点検
結果の傾向

管内故障
状況の傾向

等

連携

機械設備維持管理システムの改良

（維持管理情報の見える化）

維持管理情報を格納（施設毎）

→ 傾向情報として出力（対象施設）

→ 自事務所で最も点検結果が悪い施設、

故障の多い施設を即座に確認可能 等

点検・工事業者によるデータ入力・共有

・職員がデータを都度入力

→ 点検・工事業者による入力

→ 入力の省力化、迅速化

・情報は職員が閲覧

→ 点検・工事業者に共有

→ 状態把握、施工計画作成の効率化

本省
地方整備局

維持管理情報（施設ごと）

機械設備に適したデータ整備

機械設備の維持管理に適した３次元モデル/

点群データ、属性情報を検討

→ 「BIM/CIM取扱要領（機械設備編）」（仮

称）としてとりまとめ

→ 点検・工事業者の実施内容のルール化

新
新

連携

既存

傾向情報（対象施設）

点検・工事業者によるデータ入力・共有
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機械設備におけるBIM/CIMの取組

取り組み ①機械設備維持管理システムの活用拡大 機械設備維持管理システム現状
  →各施設の個別の情報を表示

2024年度の5月15日の
点検結果が表示される

綾瀬排水機場を選択

2024年度の5月15日の
点検結果を選択

50



第13回 BIM/CIM推進委員会
資料１ R7.2.25

機械設備におけるBIM/CIMの取組
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取り組み ①機械設備維持管理システムの活用拡大

維持管理情報の見える化
（ダッシュボード）イメージ
  →各施設の傾向を把握

点検結果について以下が把握できる。
・点検の判定割合「Ｂが43％ある」
・点検の判定数「Ｂが2,095件ある」

・設備毎の点検判定数「監視操作制御設備のＢが
最も多い」

表示単位の選択：
・ポンプ場１施設分で表示
・自事務所管内のポンプ場分で表示
・自整備局管内のポンプ場分で表示
など

表示年度の選択：
・任意の点検実施年度
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機械設備におけるBIM/CIMの取組
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機械設備に適したデータ整備（点群データ取得の試行）R6.12

・職員が作業
・スマートフォンにより点
群取得
・作業時間約４０分

・職員が作業
・ＴＬＳにより点群取得
・作業時間約１４０分

外観

外観

開閉装置室内

開閉装置室内
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機械設備におけるBIM/CIMの取組
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現地にて紙にメモした点検記録を、帰社後パソコンに入力､CD化
し監督員へ提出
監督員を経由して、維持管理システムに登録

監督職員は、記録受領・
確認後、技術事務所へ
送付、維持管理システ
ムへ登録

AfterBefore

統一様式
自動生成/登録

現地にて
点検記録をメモ

令和７年度以降予定令和６年度予定令和５年度令和４年度令和３年度

現場試行実施

類似技術を追加し現場試行
関東地整で原則義務化運用開始

関連データベース
との連携検討

システム
改修

要求仕様取りまとめ
同種・類似
技術調査

帰社後デスク
ワークにて点
検結果を入力

維持管理システムに直接登録

【導入効果】
①労務の削減 ： 記録転記、データ登録作業の省略
②成果品質向上 ： 記録転記による入力ミスの低減
③省資源化 ： 点検記録の紙記入省略
④迅速な情報共有 ： 監督職員との異常情報等のデータ共有

点検記録を現地からタブレット等で維持管理システムに登録
現地にて過去の点検結果が確認でき、速やかな施設
状況の変化や誤入力に気付くことが可能

前回と違うぞ！

民間開発（現場試行） データ連携試行

各地整に運用拡大各地整導入に向けた検討

機械設備点検業務において、タブレット等を活用し点検記録を現地でデータ化、更にはそのデータを受注者のタブレット等から直接維持管理シ
ステムに登録できるようにすることで効率化・省力化を図る。

機械設備における「点検作業の効率化」、及び「点検結果の維持管理システム登録の効率化」を目的に、維持管理データ収集の合理化を行う。

取組内容

目標

取り組み ②点検の効率化
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本日の内容

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
54
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海外事例調査概要

・令和６年11月３日～11月10日にフランス・イギリス・ドイツの発注機関を訪問し、BIM/CIM活用状況、データ作
成・交換ルール、CDEの導入・運用状況等を調査

・調査の詳細は報告書としてBIM/CIMポータルサイトに掲載

組織概要組織国

・パリの交通開発事業（The Grand Paris Express）等を実施する公共機関
・2015年にBIMを開始し、以降適用を拡大

Société des grands projetsフランス

・トンネルや地下空間に関する研究や技術支援を行う公共機関（研究機関）
・トンネルの新設・維持管理へのBIM適用を研究

Centre d’Études des Tunnels
（トンネル研究センター）

・環境保護に関する法整備や洪水対策を所掌する公共機関
・大規模案件を中心にBIMを適用

Environment Agency
（環境庁）

イギリス

・環境保護や農業、食糧生産、漁業、建築分野を所掌する公共機関
・原則すべての設計・施工で原則BIMを適用

Department for Environment, 
Food & Rural Affairs
（環境・食料・農村地域省）

・水路・航空・道路等の運輸インフラやデジタルインフラを所掌する公共機関
・大規模案件を中心にBIMを適用

Bundesministerium für 
Digitales und Verkehr
（連邦デジタル・交通省）

ドイツ

・ハンブルク市のガスおよび電力の供給網と関連施設の運営・管理する民間
機関
・アセットマネジメントを目的に全ての案件で今後BIMを適用

Hamburger Energienetze
GmbH
（ハンブルク配電網会社）

調査対象

55
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ＳＧＰ（フランス） ～ＢＩＭの活用事例～

56

・３次元モデルからコンクリートと鋼材の量を算出し、排出量原単位を掛け合わせることでCO2排出量を計算
・その結果を踏まえ、環境への負荷が低い材料の検討を実施する場合もある
・作成するのは基本的に主要な構造物のみで、仮設構造物は対象外

コンクリート
由来の

CO2総排出量

排出
係数

コンクリート量×＝

© Société des grands projets

３次元モデルから各部材
のコンクリート量を集計

■CO2排出量の算出式
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57

・特定の規模・工種※を対象に、設計・施工の協働促進を目的としたフレームワーク契約（CDF）を発注
・ ６地域のハブに分割し、地域ハブ毎に設計コンサルタント１者・施工業者１者のペアとの契約を実施
・12者（６地域×２者）のCapital Framework Delivery Partnersを、EAのプロジェクトマネージャーが監督

ＥＡ（イギリス環境庁）
～ＣＤＦ（Collaborative Delivery Framework）による設計・施工の協働～

・すべての受注者に向け、共通のEIRを設定し、成果物の一貫性を確保
・設計者、施工者別々に受注者単位でBEPを作成し、発注者が審査
・KPI（例：工期の順守、生産性、温室効果ガスの排出削減等）で設計・施工の協働を評価

EIR：Exchange Information Requirement BEP：BIM Execution Plan KPI: Key Performance Indicator

出典：
https://www.gov.uk/government/news/environment-agency-announces-new-green-legacy-for-26bn-flood-and-
coastal-risk-management-programme

※25万ポンド～5,000万ポンド規模で、洪水・沿岸リスク管理、水路管理、水資源・土地・生物多様性の保全、等の工種
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ＥＡ（イギリス環境庁） ～ＣＤＥの構成について～

EAのBIMプロジェクトにおいて、CDEは「E-CDE」（発注者）と「S-CDE」（受注者）で構成されている

58

E-CDES-CDE

・Employer Common Data Environment
・EA（発注者）のCDE。市販製品「Asite」をカスタマイズして整備
・EAに対して提出されるすべてのデータをE-CDEに格納
・一貫したファイル命名規則を規定（IDP※で定義）
・受注者からプロジェクト関係者にデータ共有する際は、E-CDEに追加（E-CDEを介して共有）
※IDP：プロジェクトの各段階での受注者からの納品データのスケジュール等を設定するシステム

E-CDE

・Supplier Common Data Environment
・受注者ごとの自組織内のCDE
・受注側の担当者がECDEに移行する前のデータを協働で作成するための環境
・E-CDEと同様、IDPに準じた命名規則を使用

S-CDE
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ＤＥＦＲＡ（環境・食料・農村地域省） ～ＢＩＭ適用基準～

・すべてのCapital Projectに対してBIMを原則適用
・規模や複雑さに応じて、適用する要件を３段階（Gold、Silver、Bronze）で定義

・今後のAIや機械学習等の活用を見据えて情報管理を重視
・３次元モデルは ”Silver” 以上の要件とし、構造化データ（Uniclass、COBie、SFG20）によ
る納品を全ての段階で要求
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ＢＭＤＶ（ドイツ連邦交通デジタルインフラ省）

～ＢＩＭ-Ｐｏｒｔａｌ～ ＥＩＲ作成支援機能・LOIN

60

・入札書類の作成から３次元モデルの納品までの受発注者の作業を支援する「BIM-Portal」を提供
・機能の一つとして、発注者のEIRの作成をサポートする機能がある
・情報要件の深さとして、LOIN （Level Of Information Need） を定義

■建築物におけるLOINの例■EIRの作成支援機能

・現時点で公開されているEIR「建築（多階構造物）」の構成は、
1 バージョンディレクトリ
2 モデルの構造と内容
（モデリング仕様、情報要件の深さ（プロジェクトとモデルの構造、情報要件の
深さ(LOIN)、技術システム用コンポーネントの仕様、分類、ファイル命名規
則）、座標系、ユニット、公差）

出典：https://via.bund.de/bim/infrastruktur/landing

定義名前

同一種類の部材を1つの部材タイプとしてまとめ
るための名称（構造タイプとも呼ばれる）

要素種別

幅 (m)を表す属性幅(m)
直径(m)を表す属性直径(m)
面積を表す属性面積

その部材が外部での使用を意図しているかどう
か、または建物の外側を向いている外部部材で
あるかを示す情報

機能、場所

Bw（建物所有者）とBImA（ドイツ連邦不動産庁）
の建物の識別子。IDは運営管理システムで生成

され、すべての関係者が建物の識別をするため、
ライフサイクル全体で一貫して使用する。

建物ID

階の識別子を表す属性フロアID
高さ (m)を表す属性高さ(m)
長さ (m)を表す属性長さ(m)
材料を表す属性材料

名前を表す属性名前

当該要素が支持部材か非支持部材かの記載支持部材

体積を表す属性体積

出典：https://via.bund.de/bim/infrastruktur/landing
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ＨＮＥ（ハンブルク配電網会社） ～ＣＤＥの活用状況～

・2045年カーボンニュートラル実現の政府目標に向け事業期間短縮が求められ、BIMによるプロセス改善が必要
・各設備等は規格の統一化が図られているため、モデリングやモデルの円滑な共有にも期待できる
・モデル自体に情報を多数付与するのではなく、相互をリンク付けさせることで扱いやすいモデルを実現

61

従来の課題
•個別ソフトのデータは専門担当者以外の関係者が確認できない
•組織内の人事異動が多く、技術・知識の確実な継承が必要
•過去の経緯を知るにはメールのやり取りを漁る必要あり

CDE上の3次元モデルにリンクさせることで、必要情報へのアクセス性を改善

•個別ソフト（構造設計ソフト、電気設備設
計ソフト、ERP等）から維持管理に必要な
最小限のデータだけをCDEで統合

•モデルの属性情報に付与したCADや360
度画像のWebビューワ画面のURL、社内
Wikiページ等に遷移して詳細情報を確認

•会議の議事録などの文書や、モデルへの
修正指示等もオブジェクトに紐づけて確認
可能 維持管理に必要

な最小限のデータ
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ＨＮＥ（ハンブルク配電網会社） ～ＣＤＥの活用状況～
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・維持管理等に関するやりとりはモデルと紐付けて履歴を残し、関係者間で確認可能（メールを使わない）
・写真や2D図面もリンクをクリックして、速やかにデータが取得可能
・オブジェクトに全て関連付けることで、全てのコミュニケーションがシステム上で可能となる
・モデル作成のコストを縮減するため、規格を統一化し、どこでも同じモデルを活用可能としている

不具合や対応状況の履歴が
モデルと紐付け

内部構造を3Dモデル化

実際の見え方がわかるよう
写真データもリンク

2Dデータのリンクもあり、ワンクリックで
2D図面も検索可能

新卒職員が専門知識を
Wikiで学習
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本日の内容

1. R6年度の取り組み結果について

・受発注者アンケート結果

・３次元モデルと２次元図面の連動

・属性情報の活用（BIM/CIM積算）

・プロセスを横断したデータ連携

・デジタルデータを活用した監督検査

・その他

2. BIM/CIM取扱要領について

3. 電気・機械分野におけるBIM/CIMについて

4. 海外調査報告

5. 議論いただきたい内容
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• これまでの検討内容と今後の方向性について

• 検討を進めるために留意すべき視点

議論いただきたい内容
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